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㌻ 1,最近 の 動 き/CurrentTopics
◎研究会等/ResearchMeeting
O9月11日に「第6回ア ジアのエネルギー消費構造 と地球環境 に関す る調 査研究会」
と「第9回ア ジアのエネルギー消費に伴 う大気環境汚染物質排 出量 の指針 に関す る
小委員会」を合同で開催 し、「アジア地域 のエネルギー消費 とエネルギ ー消費に伴
う地球環境影響物質(SOx,NOx,CO2)排出量 の動向 について(実績)報告書(案)」の検
討 を行 った。
○国際 コ ンファレンス第1回プmグ ラム企画委員会が9月30日に開催 され、明年3
月8日～11日に大磯 プ リンスホテルにて第3回国際 コンファレンスを開催す ること
が決定 された。
09月25臼に「先端科学技術 モ=タ リング システム準備委員会」を開催 した。
議 題は、「中間報告書作成 について」で準備委員 に予 め用意 した中間報告書案を
吟味、推敲 して頂 いた。
◎MSTEPREPORTNo,20「国立試験研究機関 と基礎研究:国 研 における基礎研究の
振興 をめざ して」を発表
本報告書 は、昨年5月か ら本年4月にかけて国立試験研究機関等 か ら12人の研究
者を招 いて開催 したセ ミナーの内容 に基 づ き、国立試験研究機 関における基礎研
究実施 の必要性、基礎研究実施 の障害 とな ってい る諸事項を抽 出 ・整理 して取 り
まとめ、基礎研究運営 に関 し新 しい視点 か らの改善方策を提案 した ものである。
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また、併 せて国立試験研究機関 の長 に対 して国立試験研究機関の研究機関 に関
す るアンケー ト調査を実施 し、その結果 も紹 介 している。(第ユ調査研究 グループ:
武藤英一 、平野千博)
◎調査研究 費料 調査資料14「先端科学技術情報 モニ タリングシステム 中間報告
書」発行
第2調査研究 グループが平成2年度 よ り3カ年計画で特別研究 と して実施 して い
る「先端科学技術情報モニ タ リングシステム」の中間報告書 を発行 した。
これまでの研究過程 の概要、通信例等 について、中間報告 の形 で記 して いる。
◎調査研究費料 調査資料15「科学技術政策用語英訳集」を発表
本資料 は、当研究所が監修 した「日本 の科学技 術政策史」の英訳のために寄せ ら
れ た科学技術政策用語を基本 に、頻繁 に使用 されている科学技術政策特有 の用語
の英訳を集め、整理 した ものであ る。(第1調査研究 グループ:菊 池博之、平野千博)
◎ 主 要 来訪 者/ForeignVisitorstoMSTEP
9/6(金)阻chalWestOborne(OECD科 学 技 術 政 策 課 長)
/13(金)Mr.J、R.Merchant(英SERC[科学 工 学 研 究 会 議]Director)
/26(木)M.RichardRose(米ロ チ ェ ス タ ー 工 科 大 学 学 長)
C.J.Yeung(米oチェ ス タ ー 工 科 大 学 副 学 長)
2研 究 ノ ー ト/ResearchNote
「平成2年 度技術導入の概要」(中間報告)
平成2年度の技術導入 にっ いては、速報版(NISTEPNEWSNo、33)で全体の事柄 に
っ いては簡単 にふれたので、ここではそれ以外 の事 についてを調べてみた。
1.技術分野 別導入状況及び導入割 合の推移
平成2年度 の新規技 術導入契約3211件を技術分野別 にみ ると、「電気」が1972件(
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全 体 の61.4%)と最 も多 く、「その 他 」510件(同15.9%)、「機 械 」367件(同11.4%)、「化学
」292件(同9、1%)、「金 属 」70件(同2.2%)の順 とな って い る。
技 術分 野 別導 入 割 合 め推移 を み る と、「電 気」の割 合 は増 加 傾 向 を示 し、「機 械 」「





































































































① 特 許 関 連契 約 をみ る と、「電 気 」が336件(43.4%)と最 も多 く、続 いて 「機 械 」174
件(22.5%)、「化学 」156件(20.2%)、「そ の他 」69件(8.9%)、「金 属 」39件(5.0%)の順 と
な って い る。
特許 権 のみ の契 約(出願 中 を含 む)も 、「電 気」が160件64.5%(前年 度67、3%)、「機
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② ノ ウハ ウ関 連 契 約 を み る と、「電 気 」が1798件(70.5%)と最 も多 く、続 いて 「機 械
」280件(11・0%)・「化 学 」247件(9.7%)、「そ の 他 」163件(6.4%)、「金 属 」61件(2.4%)の
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③ 商 標 関 連 契 約 を み る と、「その 他」が360件(70.0%)と最 も多 く、続 い て「機 械 」56
件(10.9%)、「電 気j51件(9.9%)、「化学 」38件(7.4%)、「金 属」9件(ユ.8%)の順 とな っ
て い る。
3.契約条 件 の特 色
① 輸 出市 場 制 限 に つ い て は、「日本 の み」の割 合 が 高 い の は、「そ の 他 」78.4脇「電
気 」61.脇、「制 限 な し」の割 合 が高 いの は 、「電 気 」34.1%、「金 属 」31.4%、とな って い
る。
② ク ロ ス ライ セ ンス契 約 は、「電 気 」54件(クmスライ セ ンス契 約 の60.7%)、「機 械
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化学 ・金属 ・機械 ・電気 ・その他の5つの技 術分野の内、特徴的 なことは、「その他」
の分野は商標 の占め る割合が多 く、商標のみの占め る割 合だけで も66.2%と3分の2
を 占め、「電気」分野 はノウハ ウのみの割 合だけで81.6%とな った。
5.外資系企業 の技術導入 にっ いて
非 居住者(供与 側)が居 住者(受入れ側)の株式 または持分の2分の1以上 を所有す
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る場 合 の技 術導 入 を技 術 分野 別 にみ る と、「電 気 」が42件(前年 度43件)、「化学 」が23
件(同30件)、以 下 「そ の他 」15件(同15件)、「機械 」11件(同14件)、「金 属 」3件(同2件)
とな る。
件数 順 に並 べ る と上 記 の通 り とな るが、各分 野 の総 件数 に占 め る割 合 で並 べ る
と「化 学 」7.9%(前年 度9.7%)、「金 属 」4.3%(同3.3%)、「機 械j3.0%(同3.7%)、「そ の他 」2
.9%(同2.8%)、「電 気j2.1%(同2.7%)とな った。
最 後 に、資本 金 別 に件数 に 占 め る割 合 をみ る と、「5億円以 上10億円未 満 」と「5千
万 円未 満 」の割 合 が 多 く、前 者 は「化学 」分野 が 最 も多 く、後者 は「電 気∫ そ の他 」「化
学 」の順 とな って い る。
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